
 
地域再生基本方針の一部変更について 

 
 

平成 19 年 12 月 7 日 
閣 議 決 定 

 
 
 
 地域再生法（平成17年法律第24号）第４条第５項に基づき、地域再

生基本方針（平成17年４月22日閣議決定）の一部を次のとおり変更す

る。 

 

１．前文中「本地域再生基本方針を定める。」の次に次のように加え

る。 

 

 本基本方針に基づく施策の推進に当たっては、地方再生の観点か

ら、平成19年11月30日の地域活性化統合本部会合において了承され

た「地方再生戦略」の「第１ 地方再生の基本的考え方」における

「地方再生５原則」、すなわち、 

 ①「補完性」の原則 

   地域の実情に最も精通した住民、ＮＰＯ、企業等が中心となり、

地方公共団体との連携の下で立案された実現性の高い効果的な計

画に対し、国が集中的に支援する。 

 ②「自立」の原則 

   地域の資源や知恵を生かして、経済的に、また、社会的に自立

に向けて頑張る計画を集中的に支援する。 

 ③「共生」の原則 

   地方と都市とがヒト・モノ・カネの交流・連携を通じて、とも

に支え合い、共生を目指す取組を優先的に支援する。 

 ④「総合性」の原則 

   国の支援は、各省庁の縦割りを排し、地域の創意に基づく計画

を総合的に支援する。 

 ⑤「透明性」の原則 

   支援の対象とする計画の策定、支援の継続及び計画終了時の評

価については、第三者の目を入れて客観的な基準に基づき実施す

  
 



  
 

る。 

を踏まえ、施策に取り組むものとする。 

  その際、「地方再生戦略」の「第２ 地方再生の総合的推進」に

基づき、ブロック別担当参事官が、地域再生のみならず、都市再生、

構造改革特区、中心市街地活性化に関する相談に一元的に対応する

ものとし、この体制の下でこれらの取組を一体的に実施するととも

に、各省庁における地方再生の取組と有機的に連携しながら、政府

を挙げて総合的な支援を推進するものとする。 

 

２．３の２）の②中「支援措置及び構造改革特別区域基本方針別表１

に定める特例措置の双方を活用する場合は、両措置を併記した計画

を作成し、認定を申請」を「支援措置のほか、構造改革特別区域基

本方針別表１に定める特例措置、中心市街地活性化を図るための基

本的な方針に定める支援措置等の措置を活用する場合は、これらの

措置を記載した計画を作成し、一括して認定を申請」に改める。 

 



 

地域再生基本方針の一部変更について 新旧対照表 

 

 

※下線部が改正部分。 

改正案 現行 

地方公共団体が行う自主的かつ自立的な取組による地域経

済の活性化、地域における雇用機会の創出その他の地域の活力

の再生（以下「地域再生」という。）を総合的かつ効果的に推

進するため、地域再生法（平成 17 年法律第 24 号。以下「法」

という。）第４条第１項に基づき、政府における施策の推進を

図るための基本的な方針として、本地域再生基本方針を定め

る。 

 本基本方針に基づく施策の推進に当たっては、地方再生の観点

から、平成19年11月30日の地域活性化統合本部会合において了承

された「地方再生戦略」の「第１ 地方再生の基本的考え方」に

おける「地方再生５原則」、すなわち、 

①「補完性」の原則 

  地域の実情に最も精通した住民、ＮＰＯ、企業等が中心とな

り、地方公共団体との連携の下で立案された実現性の高い効果的

な計画に対し、国が集中的に支援する。 

②「自立」の原則 

  地域の資源や知恵を生かして、経済的に、また、社会的に自

立に向けて頑張る計画を集中的に支援する。 

③「共生」の原則 

  地方と都市とがヒト・モノ・カネの交流・連携を通じて、と

地方公共団体が行う自主的かつ自立的な取組による地域経

済の活性化、地域における雇用機会の創出その他の地域の活力

の再生（以下「地域再生」という。）を総合的かつ効果的に推

進するため、地域再生法（平成 17 年法律第 24 号。以下「法」

という。）第４条第１項に基づき、政府における施策の推進を

図るための基本的な方針として、本地域再生基本方針を定め

る。 
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もに支え合い、共生を目指す取組を優先的に支援する。 

④「総合性」の原則 

  国の支援は、各省庁の縦割りを排し、地域の創意に基づく計

画を総合的に支援する。 

⑤「透明性」の原則 

  支援の対象とする計画の策定、支援の継続及び計画終了時の

評価については、第三者の目を入れて客観的な基準に基づき実

施する。 

を踏まえ、施策に取り組むものとする。 

 その際、「地方再生戦略」の「第２ 地方再生の総合的推進」に

基づき、ブロック別担当参事官が、地域再生のみならず、都市再

生、構造改革特区、中心市街地活性化に関する相談に一元的に対

応するものとし、この体制の下でこれらの取組を一体的に実施す

るとともに、各省庁における地方再生の取組と有機的に連携しな

がら、政府を挙げて総合的な支援を推進するものとする。 

 

１・２ （略） 

 

３ 地域再生計画の認定に関する基本的な事項 

１）（略） 

２）地域再生計画の認定手続 

 ① （略） 

 ② 地域再生計画の記載事項 

   地域再生計画の記載事項は、法第５条第２項及び第３項並

びに内閣府令で定めるとおりである。なお、同条第３項第４

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１・２ （略） 

 

３ 地域再生計画の認定に関する基本的な事項 

１）（略） 

２）地域再生計画の認定手続 

 ① （略） 

 ② 地域再生計画の記載事項 

   地域再生計画の記載事項は、法第５条第２項及び第３項並

びに内閣府令で定めるとおりである。なお、同条第３項第４
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号イ、ロ又はハの事業として記載できる事項は、それぞれ法

第21条第２項の交付金の種類ごとに定める施設の範囲に限る

ものとする。 

   また、法第５条第２項第３号に掲げる事項には同条第３項

各号に定める事項のほか、５）に定める支援措置を活用して

行う事業を記載することができる。 

   このほか、下記の事項に従って地域再生計画を作成する必

要がある。 

   イ 地方公共団体がその自主的な取組として行うこととな

る事後的な評価が可能な目標を設定しているものである

こと。 

   ロ 法令等を遵守しているものであること。 

   ハ 目標を達成するために行う事業が効率的なものである

こと。 

   なお、地方公共団体が、同一の区域において、地域再生基

本方針に定める支援措置のほか、構造改革特別区域基本方針

別表１に定める特例措置、中心市街地活性化を図るための基

本的な方針に定める支援措置等の措置を活用する場合は、こ

れらの措置を記載した計画を作成し、一括して認定を申請す

ることができるものとする。 

 ③・④ （略） 

３）～７）（略） 

 

４ （略） 

 

号イ、ロ又はハの事業として記載できる事項は、それぞれ法

第21条第２項の交付金の種類ごとに定める施設の範囲に限る

ものとする。 

   また、法第５条第２項第３号に掲げる事項には同条第３項

各号に定める事項のほか、５）に定める支援措置を活用して

行う事業を記載することができる。 

   このほか、下記の事項に従って地域再生計画を作成する必

要がある。 

   イ 地方公共団体がその自主的な取組として行うこととな

る事後的な評価が可能な目標を設定しているものである

こと。 

   ロ 法令等を遵守しているものであること。 

   ハ 目標を達成するために行う事業が効率的なものである

こと。 

   なお、地方公共団体が、同一の区域において、地域再生基

本方針に定める支援措置及び構造改革特別区域基本方針別表

１に定める特例措置の双方を活用する場合は、両措置を併記

した計画を作成し、認定を申請することができるものとする。 

 

 

 ③・④ （略） 

３）～７）（略） 

 

４ （略） 
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